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東京都土地利用審査会の概要 

 

 

１ 根  拠  国土利用計画法第３９条第１項の規定による都道府県の必置機関 

２ 性  格  地方自治法第１３８条の４第３項の規定による執行機関の附属機関 

３ 構  成  知事が議会の同意を得て任命する委員５人で組織 

（法第 39 条第 3 項及び第 4 項、都条例
*
第 2 条第 1 項） 

４ 組織運営  都道府県の条例で定める。（法第 39 条第 10 項） 

＊東京都土地利用審査会条例（昭和 49 年 10 月 16 日条例第 121 号） 

５ 権  限  国土利用計画法の規定によりその権限に属された次の事項を処理する。 

（法第 39 条第 2 項） 

(1) 知事が行う規制区域の指定、指定の解除及び指定区域の減少について

確認すること             （法第 12 条第 6 項、第 13 項及び第 15 項） 

(2) 規制区域内における土地に関する権利の移転等の許可申請に係る許

可基準の運用について意見を述べること      （法第 16条第 2項） 

(3) 許可申請についての知事の処分に係る審査請求の受理、裁決及び公開

による口頭審理      （法第 20 条第 1 項、第 2 項及び第 3 項） 

(4) 土地に関する権利の移転又は設定後の土地の利用目的に関する知事

の勧告について意見を述べること               （法第 24条第 1項） 

(5) 知事が行う注視区域の指定、指定の解除及び指定区域の減少について

意見を述べること        (法第 27 条の 3第 2 項、第 4 項及び第 5項） 

(6) 注視区域における土地売買等の契約に関する知事の勧告について意

見を述べること                           （法第 27条の 5第 1項） 

(7) 知事が行う監視区域の指定、指定の解除及び指定区域の減少等につい

て意見を述べること      (法第 27 条の 6第 2 項、第 4 項及び第 5項） 

(8) 監視区域における土地売買等の契約に関する知事の勧告について意

見を述べること                       （法第 27条の 8第 1項） 

(9) 遊休土地に関する知事の勧告について意見を述べること 

(法第 31 条第 1 項) 

(10) 前記(3)を除く所掌事務を処理するとき、関係区市町村長の出席を求

めて意見を聴くこと             (法第 39 条第 9 項) 
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資料１‐② 

東京都土地利用審査会委員名簿（第１７期） 

 

【任期：令和４年１０月２５日から令和７年１０月２４日まで】 

 

                                                            

氏   名 専門分野 現  職 委員歴 

 

森
もり

 本
もと

 章
あき

 倫
のり

 都市計画 
早稲田大学 

理工学術院教授 
２ 期 

原
はら

   珠
じゅ

 里
り

 農 林 業 
東京農業大学 

国際食料情報学部教授 
２ 期 

吉
よし

 田
だ

 尚
なお

 子
こ

 法  律  
弁護士 

山本・吉田法律事務所 
１ 期 

稲
いな

 葉
ば

 勝
まさ

 巳
み

 不動産鑑定 

不動産鑑定士 

(一財)日本不動産研究所 

理事 業務部長 

１ 期 

町
まち

 田
だ

 怜
れい

 子
こ

 自然環境保全 
東京農業大学 

地域環境科学部教授 
１ 期 

 



国土利用計画法に基づく 土地取引規制制度 

制度の

区分 
事後届出制 

事前届出制 

（ 注視区域）  

事前届出制 

（ 監視区域）  

許可制 

（ 規制区域）  

根拠 23 条～27 条の２  27 条の３ ～５  27 条の６ ～９  12 条～22 条 

施行 

時期 

Ｈ １ ０ . ９  

( S49-H10 は事前届出

制)  

Ｈ １ ０ . ９  Ｓ ６ ２ . ８  Ｓ ４ ９ . １ ２  

 
区域指 

定要件 

 

    なし  

（ 右３ 区域以外の地域）  

 

・ 地価の社会的経済的に

相当な程度を 超えた 上

昇又はそのおそれ 

・ 適正かつ合理的な土地

利用の確保に支障を 生

ずる おそれ 

( 27 条の３ )  

 

・ 地価の急激な 上昇又

はそのおそれ  

 

・ 適正かつ合理的な 土

地利用の 確保が 困難

と なる おそれ 

( 27 条の６ )  

 

投機的取引の相当範

囲にわ た る 集中又は

そのおそれ、及び地価

の急激な 上昇又はそ

のおそれ    等 

( 12 条)  

 

対象面 

積要件 

 

･市街化区域          2, 000 ㎡以上 

･その他の都市計画区域 5, 000 ㎡以上 

･都市計画区域外      10, 000 ㎡以上 

( 23 条)        （ 27 条の４ ） 

 

都道府県知事等が規則

で定める 面積（ 左の面積

未満） 以上 

（ 27条の７ ） 

 

( 面積要件なし )  

  

 

届 出 

( 申請)  

時 期 

 

契約締結後 

２ 週間以内 

 

( 23 条)  

 

契約締結前 

( 届出を し た者は６ 週間契約を し てはなら ない)  

( 27 条の４ 第３ 項)       （ 27 条の７ ）  

 

契約締結前 

    

 

勧 告 

( 許可)  

要 件 

 

 

利用目的のみ 

 

・ 公表さ れた 土地利用

計画に 適合し な い こ

と      等     

( 24 条)  

  

 

価格及び利用目的 

 

・ 届出時の相当な価額に

照ら し 著し く 適正を 欠

く こ と  

・ 土地利用計画に適合し

ないこ と 等 

 

 

価格及び利用目的 

 

・ 届出時の相当な 価額

に照ら し 著し く 適正を

欠く こ と  

・ 土地利用計画に適合

し ないこ と 等 

・ 投機的取引に当た る

こ と  

 

価格及び利用目的 

（ 不許可基準）  

・ 区域指定時の相当な

価額に 照ら し 適正

を 欠く こ と  

・ 土地利用計画に適合

し ないこ と 等 

・ 投機的取引に当たる

こ と      ( 16 条)  

 

措置 

 

・ 知事の勧告   ( 24 条)  

・ 措置の報告   ( 25 条)  

・ 公表         ( 26 条)  

・ 土地に関する 権利の

処分のあ っ せん ( 27

条)  

・ 助言     ( 27 条の２ )  

 

 

・ 勧告等    ( 27 条の５ )  

・ 25 条～27 条を 準用 

 

・ 勧告等   ( 27 条の８ )  

・ 報告徴収 ( 27 条の９ )  

・ 25 条～27 条、 27 条の

５ 第２ 項、第３ 項準用  

 

・ 許可又は不許可 

( 17 条)  

（ 申請日から ６ 週間

以内に処分）  

・ 許可を得ない契約は

無効    ( 14 条)  

 

 

現状 
届出件数 

R元年( 1～12 月)  17, 039件 

R２ 年( 1～12 月)  15, 694 件 

R３ 年( 1～12 月)  18, 223 件 

R４ 年( 1～12 月)  18, 184 件 

R５ 年( 1～12 月)  19, 070 件 

注）届出件数は処理月ベース  

指定実績なし  

令和６ 年９ 月末現在 

東京都小笠原村 

のみ指定 

指定実績なし  

資料１ －③ 
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○
国
土
利
用
計
画
法 

   
 

〔
昭
和
四
十
九
年
六
月
二
十
五
日 

法
律
第
九
十
二
号
〕 

   
 
 

改
正 
平
成
二
十
五
年
六
月
十
四
日  

法
律
第
四
十
四
号 

 (

土
地
利
用
審
査
会
） 

第
三
十
九
条 

都
道
府
県
に
、
土
地
利
用
審
査
会
を
置
く
。 

２ 

土
地
利
用
審
査
会
は
、
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
そ
の
権
限
に
属
さ
せ
ら
れ

た
事
項
を
処
理
す
る
。 

３ 

土
地
利
用
審
査
会
は
、
委
員
五
人
以
上
で
組
織
す
る
。 

４ 

委
員
は
、
土
地
利
用
、
地
価
そ
の
他
の
土
地
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
優
れ

た
経
験
と
知
識
を
有
し
、
公
共
の
福
祉
に
関
し
公
正
な
判
断
を
す
る
こ
と
が
で

き
る
者
の
う
ち
か
ら
、
都
道
府
県
知
事
が
、
都
道
府
県
の
議
会
の
同
意
を
得
て

任
命
す
る
。 

５ 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
委
員
と
な
る
こ
と
が
で
き
な

い
。 

  

一 

破
産
者
で
復
権
を
得
な
い
者 

 

二 

禁
錮
以
上
の
刑
に
処
せ
さ
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
る
ま
で
又
は
そ
の
執
行

を
受
け
る
こ
と
が
な
く
な
る
ま
で
の
者 

６ 

都
道
府
県
知
事
は
、
委
員
が
前
項
各
号
の
一
に
該
当
す
る
に
至
つ
た
と
き

は
、
そ
の
委
員
を
解
任
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

７ 

都
道
府
県
知
事
は
、
委
員
が
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
と
き
は
、
都
道
府

県
の
議
会
の
同
意
を
得
て
、
そ
の
委
員
を
解
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

心
身
の
故
障
の
た
め
職
務
の
執
行
に
堪
え
え
な
い
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。 

 

二 

職
務
上
の
義
務
違
反
そ
の
他
委
員
た
る
に
適
し
な
い
非
行
が
あ
る
と
認

め
ら
れ
る
と
き
。 

８ 

委
員
は
、
自
己
又
は
三
親
等
以
内
の
親
族
の
利
害
に
関
係
の
あ
る
事
件
に
つ

い
て
は
、
議
事
に
加
わ
る
こ
と
が
で
き
な
い
。 

９ 

土
地
利
用
審
査
会
は
、
第
十
二
条
第
六
項
、
同
条
第
十
三
項(

同
条
第
十
五

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。)

、
第
十
六
条
第
二
項
、
第
二
十
四
条

第
一
項
、
第
二
十
七
条
の
三
第
二
項(

同
条
第
四
項(

同
条
第
五
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。)

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。)

、
第
二
十
七
条

の
五
第
一
項
、
第
二
十
七
条
の
六
第
二
項(

同
条
第
四
項(

同
条
第
五
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及
び
第
二
十
七
条
の
七
第
四
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。)

、
第
二
十
七
条
の
八
第
一
項
又
は
第
三
十
一
条
第
一
項

の
規
定
に
係
る
所
掌
事
務
を
処
理
す
る
と
き
は
、
関
係
市
町
村
長
の
出
席
を
求

め
、
そ
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

10 
 

第
三
項
か
ら
前
項
ま
で
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
土
地
利
用
審
査
会
の
組

織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
都
道
府
県
の
条
例
で
定
め
る
。 

     

（
監
視
区
域
の
指
定
）  

 
 
 
 
 
 
 

第
二
十
七
条
の
六  

都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
の
う
ち
、
地

価
が
急
激
に
上
昇
し
、
又
は
上
昇
す
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
適
正

か
つ
合
理
的
な
土
地
利
用
の
確
保
が
困
難
と
な
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら

れ
る
区
域
（
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
規
制
区
域
と
し
て
指
定
さ
れ
た

区
域
を
除
く
。
）
を
、
期
間
を
定
め
て
、
監
視
区
域
と
し
て
指
定
す
る
こ
と
が

で
き
る
。  

２  

都
道
府
県
知
事
は
、
監
視
区
域
を
指
定
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
は
、
あ
ら

か
じ
め
、
土
地
利
用
審
査
会
及
び
関
係
市
町
村
長
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。 

  （
監
視
区
域
に
お
け
る
土
地
に
関
す
る
権
利
の
移
転
等
の
届
出
）  

第
二
十
七
条
の
七 

 

第
二
十
七
条
の
四
の
規
定
は
、
監
視
区
域
に
所
在
す
る
土

地
に
つ
い
て
土
地
売
買
等
の
契
約
を
締
結
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
つ
い
て
準

用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
第
一
号
中
「
同
号
イ
か
ら
ハ
ま

で
に
規
定
す
る
面
積
未
満
」
と
あ
る
の
は
「
同
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
規
定
す
る

面
積
に
満
た
な
い
範
囲
内
で
都
道
府
県
知
事
が
都
道
府
県
の
規
則
で
定
め
る

面
積
未
満
」
と
、
「
同
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
規
定
す
る
面
積
以
上
」
と
あ
る
の

は
「
当
該
都
道
府
県
の
規
則
で
定
め
ら
れ
た
面
積
以
上
」
と
、
同
条
第
三
項
中

「
次
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
二
十
七
条
の
八
第
一
項
」
と
、
「
同
条
第

三
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
二
十
七
条
の
五
第

三
項
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。  

２  

都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
監
視
区
域
を
指
定
す
る

と
き
は
、
前
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
第
二
十
七
条
の
四
第
二
項
第

一
号
に
規
定
す
る
都
道
府
県
の
規
則
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。  

３  

都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
二
条
第
十
項

の
規
定
に
よ
る
調
査
の
結
果
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
の
都
道

府
県
の
規
則
で
定
め
る
面
積
を
変
更
す
る
も
の
と
す
る
。  

４  

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
第
二
項
の
都
道
府
県
の
規
則
を
定
め
よ
う
と
す

る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。  

  

○
国
土
利
用
計
画
法
の
規
定
に
基
づ
く
監
視
区
域
内
に

お
け
る
届
出
の
面
積
の
基
準
を
定
め
る
規
則 

 

（
昭
和
六
二
年
八
月
一
日 

規
則
第
一
六
五
号
） 

  

国
土
利
用
計
画
法
の
規
定
に
基
づ
く
監
視
区
域
内
に
お
け
る
届
出
の
面
積
の

基
準
を
定
め
る
規
則
を
公
布
す
る
。 

 

国
土
利
用
計
画
法
の
規
定
に
基
づ
く
監
視
区
域
内
に
お
け
る
届
出
の
面
積
の

基
準
を
定
め
る
規
則 

 

国
土
利
用
計
画
法(

昭
和
四
十
九
年
法
律
第
九
十
二
号)

第
二
十
七
条
の
七
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
法
第
二
十
七
条
の
四
第
二
項

第
一
号
に
規
定
す
る
規
則
で
定
め
る
面
積
は
、
五
百
平
方
メ
ー
ト
ル
と
す
る
。

資料１‐④ 



2 

○
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
条
例 

     

〔
昭
和
四
十
九
年
十
月
十
六
日 

条
例
第
百
二
十
一
号
〕 

 
 
 

最
終
改
正 
平
成
二
十
六
年
三
月
三
十
一
日 

条
例
第
四
十
二
号 

 (

趣
旨
） 

第
一
条 

こ
の
条
例
は
、
国
土
利
用
計
画
法(

昭
和
四
十
九
年
法
律
第
九
十
二
号)

第
三
十
九
条
第
十
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会(

以
下｢

審

査
会｣

と
い
う
。)

の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
、
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と

す
る
。 

(

組
織
等) 

第
二
条 

審
査
会
は
、
委
員
五
人
で
組
織
す
る
。 

２ 

委
員
の
任
期
は
、
三
年
と
し
、
委
員
が
欠
け
た
場
合
に
お
け
る
補
欠
の
委
員

の
任
期
は
、
前
任
者
の
残
任
期
間
と
す
る
。
た
だ
し
、
再
任
を
妨
げ
な
い
。 

(

会
長
） 

第
三
条 

審
査
会
に
会
長
を
置
き
、
委
員
の
互
選
に
よ
り
こ
れ
を
定
め
る
。 

２ 

会
長
は
、
審
査
会
を
代
表
し
、
会
務
を
総
理
す
る
。 

３ 

会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
会
長
が
あ
ら
か
じ
め
指
名
す
る
委
員
が
そ
の

職
務
を
代
理
す
る
。 

(

会
議
） 

第
四
条 

審
査
会
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。 

２ 

会
長
は
、
審
査
会
の
議
長
と
な
る
。 

３ 

審
査
会
は
、
委
員
の
二
分
の
一
以
上
が
出
席
し
な
け
れ
ば
、
会
議
を
開
く
こ

と
が
で
き
な
い
。 

４ 

審
査
会
の
議
事
は
、
出
席
委
員
の
過
半
数
で
決
し
、
可
否
同
数
の
と
き
は
、

議
長
の
決
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。 

５ 

前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
規
制
区
域
の
指
定
若
し
く
は
指
定
の
解
除
又

は
そ
の
区
域
の
減
少
に
係
る
確
認
の
議
決
は
、
委
員
総
数
の
過
半
数
を
も
っ
て

決
す
る
。 

(

雑
則) 

第
五
条 

こ
の
条
例
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
査
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事

項
は
、
会
長
が
審
査
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 

 

附 

則  

こ
の
条
例
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。 

 

附 

則(

平
成
二
十
六
年
条
例
第
四
十
二
号) 

(

施
行
期
日) 

１ 

こ
の
条
例
は
、
平
成
二
十
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

(

経
過
措
置) 

２ 

こ
の
条
例
の
施
行
の
際
、
現
に
在
任
し
て
い
る
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
の

委
員
は
、
こ
の
条
例
に
よ
る
改
正
後
の
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
条
例
第
二
条

第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
任
期
中
に
限
り
、
な
お
在
任
す
る
も
の

と
す
る
。 

              
 



3 

○
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
運
営
規
則 

     
〔 
昭
和
五
十
年
二
月
五
日 

東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
会
長
決
定
〕 

  
 
 

最
終
改
正 

平
成
十
二
年
五
月
十
八
日 

 (

趣
旨
） 

第
一
条 

こ
の
規
定
は
、
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
条
例(

昭
和
四
十
九
年
東
京

都
条
例
第
百
二
十
一
号)

第
五
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
東
京
都
土
地
利
用
審
査

会 (

以
下｢

審
査
会｣

と
い
う
。)

の
運
営
に
関
し
、
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も

の
と
す
る
。 

(

招
集
の
通
知) 

第
二
条 

会
長
は
、
審
査
会
を
召
集
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
や
む
を
得
な
い
場

合
の
ほ
か
、
招
集
期
日
の
七
日
前
ま
で
に
、
日
時
及
び
場
所
を
委
員
に
通
知
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

２ 

会
長
は
、
審
査
会
に
付
議
す
る
議
案
を
審
査
会
の
期
日
の
三
日
前
ま
で
に
、

委
員
に
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

(

欠
席
） 

 

第
三
条 

委
員
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
招
集
の
通
知
を
受
け
た
場
合
に
お
い

て
、
事
故
の
た
め
出
席
で
き
な
い
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
そ
の
旨
を
会
長
に
申 

し
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

(

委
員
以
外
の
者
の
出
席) 

第
四
条 

会
長
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
委
員
以
外
の
者
を
会
議
に

出
席
さ
せ
て
意
見
を
述
べ
さ
せ
、
又
は
説
明
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

(

会
議
の
公
開
） 

第
五
条 

審
査
会
の
会
議
は
、
公
開
と
す
る
。
た
だ
し
、
別
に
定
め
る
場
合
に
は
、

非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

前
項
た
だ
し
書
き
に
関
す
る
事
項
そ
の
他
会
議
の
公
開
に
必
要
な
事
項
は
、

会
長
が
審
査
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。 

(

議
事
録
の
作
成
） 

第
六
条 

会
長
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
議
事
録
を
作
成
し
保
存
す
る
。 

一 

審
査
会
の
開
催
年
月
日 

二 

出
席
し
た
委
員
、
第
四
条
の
規
定
に
よ
り
出
席
し
た
委
員
以
外
の
者
及
び

審
査
請
求
人
の
氏
名 

三 

会
議
の
公
開
又
は
非
公
開
の
別 

四 

非
公
開
の
理
由
（
会
議
を
非
公
開
に
し
た
場
合
に
限
る
） 

五 

傍
聴
人
の
数
（
会
議
を
公
開
に
し
た
場
合
に
限
る
） 

六  

議
事
の
て
ん
ま
つ 

七 

そ
の
他
審
査
会
の
経
過
に
関
す
る
事
項 

(

議
事
録
等
の
公
開
） 

第
七
条 

審
査
会
が
作
成
し
た
議
事
録
、
答
申
書
並
び
に
審
査
会
が
審
議
し
た
議

案
、
審
査
会
へ
の
提
出
資
料
（
以
下
「
議
事
録
等
」
と
い
う
。）
は
、
公
開
と

す
る
。
た
だ
し
、
東
京
都
情
報
公
開
条
例
（
平
成
十
一
年
東
京
都
条
例
第
五
号
）

第
七
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

(

雑
則
） 

第
八
条 

こ
の
規
則
に
定
め
の
な
い
事
項
は
、
会
長
が
定
め
る
。 

  

附 

則 

こ
の
規
則
は
、
昭
和
五
十
年
二
月
五
日
か
ら
施
行
す
る
。 

附 

則 

１  

こ
の
規
則
は
、
平
成
十
二
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

２ 

東
京
都
情
報
公
開
条
例
（
平
成
十
一
年
東
京
都
条
例
第
五
号
）
の
公
布
の
日

（
平
成
十
一
年
三
月
十
九
日
）
前
に
開
催
さ
れ
た
審
査
会
に
係
る
議
事
録
等
に

つ
い
て
は
、
こ
の
規
則
に
よ
る
改
正
前
の
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
運
営
規
則

第
六
条
第
二
項
の
規
定
は
、
こ
の
規
則
の
施
行
の
日
後
も
、
な
お
そ
の
効
力
を

有
す
る
。 

  

 
 



4 

○
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
の
会
議
の
公
開
に
関
す
る

取
扱
要
綱 

      

〔
平
成
十
二
年
五
月
十
八
日
〕 

東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
会
長
決
定 

 

（
目
的
） 

第
一
条 

こ
の
要
綱
は
、
東
京
都
土
地
利
用
審
査
会
運
営
規
則
（
昭
和
五
十
年
二

月
五
日
会
長
決
定
）
第
五
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
東
京
都
土
地
利
用

審
査
会
（
以
下
「
審
査
会
」
と
い
う
。
）
の 
会
議
の
公
開
に
関
し
て
必
要

な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。 

（
会
議
の
公
開
原
則
） 

第
二
条 

審
査
会
の
会
議
は
、
こ
れ
を
公
開
と
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
の
い

ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
会
議
を
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

一 

会
議
に
お
い
て
取
り
扱
う
情
報
が
、
東
京
都
情
報
公
開
条
例
（
平
成
十
一

年
東
京
都
条
例
第
五
号
）
第
七
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
。 

 

二 

会
議
を
公
開
す
る
こ
と
に
よ
り
公
正
か
つ
円
滑
な
審
議
が
著
し
く
阻
害

さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
。 

（
非
公
開
の
決
定
方
法
） 

第
三
条 

会
長
は
、
前
条
た
だ
し
書
き
に
該
当
す
る
と
認
め
る
と
き
又
は
委
員
か

ら
そ
の
旨
の
指
摘
が 

あ
っ
た
と
き
は
、
会
議
に
諮
り
、
会
議
の
全
部
又
は

一
部
を
非
公
開
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
傍
聴
者
） 

第
四
条 

会
議
を
傍
聴
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
会
議
に
先
立
ち
そ
の
旨
を
申

し
出
た
う
え
、
会
長
の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
傍
聴
者
の
員
数
） 

第
五
条 

傍
聴
者
の
員
数
は
十
五
人
以
内
と
す
る
。 

（
傍
聴
券
等
の
交
付
） 

第
六
条 

傍
聴
券
は
、
会
議
当
日
に
受
付
で
、
会
議
傍
聴
整
理
簿
に
所
要
事
項
を

記
入
す
る
こ
と
に
よ
り
、
一
人
一
枚
を
会
長
の
承
認
に
基
づ
き
交
付
す
る
。

た
だ
し
、
定
員
を
こ
え
る
場
合
は
抽
選
に
よ
り
交
付
す
る
。 

２ 

報
道
関
係
者
に
つ
い
て
は
傍
聴
証
を
、
会
長
の
承
認
に
基
づ
き
交
付
す
る
。 

（
傍
聴
席
） 

第
七
条 

傍
聴
席
は
、
会
長
が
こ
れ
を
指
定
す
る
。 

（
傍
聴
者
の
入
場
） 

第
八
条 

傍
聴
者
は
、
会
議
室
に
入
る
と
き
は
、
傍
聴
券
等
を
係
員
（
会
長
の
指

定
す
る
職
員
。
以
下 

「
係
員
」
と
い
う
。
）
に
示
し
、
そ
の
指
示
に
従
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
傍
聴
券
等
の
提
示
） 

第
九
条 

傍
聴
者
は
、
係
員
が
求
め
た
と
き
は
、
傍
聴
券
等
を
提
示
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。 

（
傍
聴
で
き
な
い
者
） 

第
十
条 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
会
議
室
に
入
る
こ
と
が
で

き
な
い
。 

  

一 

銃
器
、
棒
そ
の
他
人
に
危
害
を
加
え
、
又
は
迷
惑
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
の
あ

る
物
を
携
帯
し
て
い
る
者
。 

  

二 

拡
声
器
の
類
を
携
帯
し
て
い
る
者
。 

  

三 

貼
り
紙
、
ビ
ラ
、
プ
ラ
カ
ー
ド
、
旗
、
の
ぼ
り
、
垂
れ
幕
の
類
を
携
帯
し

て
い
る
者
。 

  

四 

は
ち
巻
、
腕
章
（
報
道
関
係
者
が
着
用
す
る
腕
章
は
除
く
。
）
、
た
す
き
、

ゼ
ッ
ケ
ン
、
ヘ
ル
メ
ッ
ト
の
類
を
着
用
又
は
携
帯
し
て
い
る
者
。 

 

五 

酒
気
を
帯
び
て
い
る
者
。 

 

六 

そ
の
他
審
議
を
妨
害
す
る
こ
と
を
疑
う
に
足
り
る
顕
著
な
事
情
が
認
め

ら
れ
る
者
。 

（
傍
聴
者
の
遵
守
事
項
） 

第
十
一
条 

傍
聴
者
は
、
会
議
を
傍
聴
す
る
と
き
は
静
粛
を
旨
と
し
、
次
の
事
項

を
守
ら
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

  

一 

会
議
開
催
中
の
言
論
に
対
し
て
拍
手
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
賛
否
を
表

明
し
な
い
こ
と
。 

 

二 

騒
ぎ
立
て
る
等
審
議
を
妨
害
し
な
い
こ
と
。 

 
三 

会
場
に
お
い
て
、
携
帯
電
話
等
の
無
線
機
器
を
使
用
し
な
い
こ
と
。 

 

四 
そ
の
他
会
場
の
秩
序
を
乱
し
、
審
議
の
支
障
と
な
る
よ
う
な
行
為
を
し
な

い
こ
と
。 

（
撮
影
、
録
音
等
の
許
可
） 

 

第
十
二
条 

傍
聴
者
は
、
会
議
室
に
お
い
て
写
真
撮
影
ま
た
は
録
画
・
録
音
等
を

し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
理
由
を
付
し
て
申
請
し
、
会
長
の
承

認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

（
傍
聴
者
の
退
場
） 

第
十
三
条 

傍
聴
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
速
や
か
に
退
場
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

 

一 

審
査
会
が
、
会
議
の
非
公
開
を
決
定
し
た
と
き
。 

 

二 

傍
聴
者
が
、
こ
の
規
定
に
違
反
し
、
会
長
が
退
場
を
命
じ
た
と
き
。 

（
報
道
関
係
者
の
取
扱
） 

第
十
四
条 

報
道
関
係
者
は
、
第
四
条
及
び
第
五
条
の
規
定
に
関
わ
ら
ず
、
公
開

の
会
議
を
傍
聴
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

２ 

第
七
条
か
ら
第
十
三
条
ま
で
の
規
定
は
、
報
道
関
係
者
が
公
開
の
会
議
を
傍

聴
す
る
場
合
に
準
用 

す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
「
傍
聴
者
」
と
あ
る

の
は
「
報
道
関
係
者
」
、
「
傍
聴
席
」
と
あ
る
の 

は
「
報
道
関
係
者
席
」

と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。 

 

（
そ
の
他
） 

第
十
五
条 

こ
の
要
綱
に
定
め
の
な
い
事
項
は
、
会
長
が
定
め
る
。 

     

附 
 

則 

 

こ
の
要
綱
は
、
平
成
十
二
年
六
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。 

  
 



5 

○
東
京
都
情
報
公
開
条
例 

  
 
 

（
平
成
十
一
年
三
月
十
九
日 

条
例
第
五
号
） 

 
 
 

最
終
改
正 
令
和
六
年
三
月
二
十
九
日 

 

第
七
条 

実
施
機
関
は
、
開
示
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
開
示
請
求
に
係
る
公
文

書
に
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
情
報(

以
下
「
不
開
示
情
報
」
と
い

う
。)

が
記
録
さ
れ
て
い
る
場
合
を
除
き
、
開
示
請
求
者
に
対
し
、
当
該
公
文

書
を
開
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

。 五 

都
の
機
関
並
び
に
国
、
独
立
行
政
法
人
等
、
他
の
地
方
公
共
団
体
及
び
地
方

独
立
行
政
法
人
の
内
部
又
は
相
互
間
に
お
け
る
審
議
、
検
討
又
は
協
議
に
関
す

る
情
報
で
あ
っ
て
、
公
に
す
る
こ
と
に
よ
り
、
率
直
な
意
見
の
交
換
若
し
く
は

意
思
決
定
の
中
立
性
が
不
当
に
損
な
わ
れ
る
お
そ
れ
、
不
当
に
都
民
の
間
に
混

乱
を
生
じ
さ
せ
る
お
そ
れ
又
は
特
定
の
者
に
不
当
に
利
益
を
与
え
若
し
く
は

不
利
益
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
も
の    

六 

都
の
機
関
又
は
国
、
独
立
行
政
法
人
等
、
他
の
地
方
公
共
団
体
若
し
く
は
地

方
独
立
行
政
法
人
が
行
う
事
務
又
は
事
業
に
関
す
る
情
報
で
あ
っ
て
、
公
に
す

る
こ
と
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
お
そ
れ
そ
の
他
当
該
事
務
又
は
事
業
の
性
質

上
、
当
該
事
務
又
は
事
業
の
適
正
な
遂
行
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
あ
る
も

の 

イ 

監
査
、
検
査
、
取
締
り
、
試
験
又
は
租
税
の
賦
課
若
し
く
は
徴
収
に
係
る
事

務
に
関
し
、
正
確
な
事
実
の
把
握
を
困
難
に
す
る
お
そ
れ
又
は
違
法
若
し
く
は

不
当
な
行
為
を
容
易
に
し
、
若
し
く
は
そ
の
発
見
を
困
難
に
す
る
お
そ
れ 

ロ 

契
約
、
交
渉
又
は
争
訟
に
係
る
事
務
に
関
し
、
国
、
独
立
行
政
法
人
等
、
地

方
公
共
団
体
又
は
地
方
独
立
行
政
法
人
の
財
産
上
の
利
益
又
は
当
事
者
と
し

て
の
地
位
を
不
当
に
害
す
る
お
そ
れ 

ハ 

調
査
研
究
に
係
る
事
務
に
関
し
、
そ
の
公
正
か
つ
能
率
的
な
遂
行
を
不
当
に

阻
害
す
る
お
そ
れ 

ニ 

人
事
管
理
に
係
る
事
務
に
関
し
、
公
正
か
つ
円
滑
な
人
事
の
確
保
に
支
障
を

及
ぼ
す
お
そ
れ 

ホ 

独
立
行
政
法
人
等
、
地
方
公
共
団
体
が
経
営
す
る
企
業
又
は
地
方
独
立
行
政

法
人
に
係
る
事
業
に
関
し
、
そ
の
企
業
経
営
上
又
は
事
業
運
営
上
の
正
当
な
利

益
を
害
す
る
お
そ
れ 

ヘ 

大
学
の
管
理
又
は
運
営
に
係
る
事
務
に
関
し
、
大
学
の
教
育
又
は
研
究
の
自

由
が
損
な
わ
れ
る
お
そ
れ 
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１ 監視区域制度（事前届出制）の概要

小 笠 原 村 監 視 区 域 指 定 の 継 続 に つ い て 令和６年１０月２８日

２ 小笠原村における監視区域の指定状況

（国土利用計画法 第１２条、第２６条、第２７条の４・６〜８）

（１） 区域の指定
知事は、地価が急激に上昇し、又は上昇するおそれがあり、適正かつ合理的な土地利用の確保が困難となる
おそれがあると認められる区域を、５年以内の期間を定めて、監視区域として指定することができる。

（２） 土地取引の事前届出
監視区域内における一定規模以上の土地取引は、事前に届出なければならない。

（３） 勧告
届出の内容が、以下に該当する場合には、勧告することができる。
①土地価格が著しく適正を欠くこと
②利用目的が土地利用基本計画などの土地利用に関する計画に適合しないこと
③公共・公益施設整備の予定、又は周辺の自然環境の保全上不適当なこと
④１年以内の土地の転売で、投機的取引と認められること

（４） 公表
勧告に従わない場合には、その旨を公表することができる。

（５） 意見聴取
監視区域を指定する場合は、土地利用審査会の意見を聴かなければならない。

（１） 区 域 都市計画区域に指定されている地域（父島、母島）
（２） 届出対象面積 ５００㎡以上
（３） 指定の経緯 Ｈ２年１月５日から５年ごとに継続指定
（４） 届出件数

令和1年 令和2年 令和3年 令和4年 令和5年
2件 3件 8件 5件 2件
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令和６年９月 日

（１）監視区域指定以来、小笠原村の地価は横ばいで推移し、他の島しょと比較して地価が高い。
基準地価格は平成24年から、公示地価は平成25年から、小笠原村の一部地域に上昇傾向がみられたが、
その後横ばいで推移している。（＊１,２）

４ 継続指定の理由

（２）一般の土地取引の対象となる民有地の面積は、小笠原(父島･母島)の約２割と少なく（＊２）、仮に観光産
業等を目的とする外部資本が参入した場合は、地価が急激に上昇する可能性が高い。

＊１ 地価の推移（指数 H2年を100とする）

小笠原村・東京都：基準地価格 全国：地価公示

＊２ 島しょ部比較表（参考）

神津島村 6,900 9,700 26.94

新島村 6,100 9,300 21.30

大島町 6,900 20,800 46.87

三宅村 7,200 10,800 50.77

小笠原
（父島・母島）

20,300 62 ,000 18 .76

八丈町 8,900 20,000 57.64

R5基準地価格平均
（円/㎡）

民有地率
（％）

住宅地 商業地

民有地率：R5年1月1日現在 課税資料より
＊小笠原については村に確認（R6年6月現在）

３ 継続指定の方針

現行どおり（１） 区 域 都市計画区域に指定されている地域（父島、母島）
（２） 届出対象面積 ５００㎡以上
（３） 指定期間 令和７年１月５日から令和１２年１月４日まで（５年間）



（３）世界自然遺産登録(H23.6)、平成28年の定期航路貨客船の新造により、観光客数は高止まりの傾向であった。
新型コロナウイルス感染症の流行により、一時的に観光客数は減少したが、流行の終息に伴い再び増加に転
じている（＊３）。
航空路についても、空港の開設に向け前進しており、未利用地等の大規模な取得につながる可能性
があることから、土地取引を適切に監視し、貴重な自然環境を保護する必要がある。

（４）小笠原村においても、上記理由により、引き続き監視区域を指定して一定規模以上の土地取引を対象とした
事前届出制を継続する必要があると考えている。

４ 継続指定に向けてのスケジュール
◆令和６年１０月２８日 土地利用審査会（再指定の意見聴取）
◆令和７年 １月 ５日 監視区域再指定

＊３ 小笠原村 定期船・観光船による観光客数推移

人



６小笠原財第８２２号 

令和６年１０月１６日 

 

 

東 京 都 知 事 

小 池 百 合 子  殿 

 

 

小 笠 原 村 長 

                             渋 谷 正 昭 

                             （ 公 印 省 略 ） 

 

 

監視区域の指定及び届出対象面積に関する意見について（回答） 

 

 

国土利用計画法（昭和 49年法律第 92 号）第 27条の６第２項及び第 27 条の７第４項

の規定に基づく監視区域の指定及び届出対象面積についての意見は、下記のとおりです。 

 

 

記 

 

１ 監視区域の指定 

（１）指定区域 

小笠原村のうち都市計画法（昭和43年法律第100号）第５条第１項の規定により 

都市計画区域に指定されている区域 

 

（２）指定期間 

令和７年１月５日から令和１２年１月４日まで（５年間） 

 

２ 届出対象面積 

  ５００平方メートル以上 
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小 笠 原 村 の 概 要
令和６年１０月２８日

R１ Ｒ６ R１ Ｒ６

父島 2,156 2,072 1,215 1,227

母島 459 421 276 255

小笠原村 2,615 2,493 1,491 1,482

人口(人) 世帯数(世帯)

R１ Ｒ６

父島 23.45 3.57（15.2％） 3.56（15.2%）

母島 19.88 4.78（24.0％） 4.57（23.0%）

小笠原村 106.78

面積（k㎡)
民有地（k㎡)
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